別紙Ａ
　　　　　　　　事業に従事する労働者数及び内訳
（必要に応じて人数欄をすべて「人以上」の記載も可）
　　①　事業に従事する労働者数計　　　　　　２人以上（Ａ＋Ｂ）
　　　　　Ａ新規雇用失業者数　　　　　　　　１人以上

　　　　　　（内就職困難者等雇用数　　　　　特に定めない
　　　　　Ｂ新規雇用失業者以外の雇用者数　　１人以上
     　
　　②　新規雇用失業者の労働時間及び雇用期間
　　　新規雇用の失業者の労働時間は、原則就業規則上の正社員のフルタイムとする。
新規雇用の失業者の雇用期間は、１年以内とする
　　　　　　　　　　　　　　　
③　上記内容等の確認
　　　契約後は毎月１回業務従事者状況報告書（別紙Ｈ）を箕面市に提出するものとする。

【就職困難者】

　　※仕様書どおり雇用すること。なお、雇用にあたっては、賃金・雇用期間等について、合理的な理由がある場合を除き、就職困難者とそれ以外の新規雇用失業者との間に差を設けてはならない。
　○　障害者：「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）」に基づく障害者法定雇用率の適用を受ける方。

　○　ホームレス：「ホームレス自立支援センター」入所の方

　○　高年齢者：５５歳以上の方

　○　母子家庭の母：ハローワーク又は「大阪府母子家庭等就業・自立支援センター」（大阪市、堺市、豊中市、高槻市、東大阪市の母子家庭等就業・自立支援センターを含む。）を利用して雇用した方

　○　非正規労働者：前職が正社員ではなく、パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託等であった方
　○　未就職卒業者：高等学校、大学等卒業後、概ね３年以内で、これまで正社員経験のない方

　○　その他：「地域就労支援センター」を利用して雇用した方
　○　東日本大震災の被災者：東日本大震災の被災求職者で罹災証明のある方
※ハローワークから紹介のあった求職者が、全て就職困難者ではありません。

【補足】
１．新規雇用失業者等について

（１）『新規雇用失業者』の定義について

労働の意思・能力を有し、安定雇用（１年以上の契約社員または正社員）をめざして求職活動を行なっているにもかかわらず、職業に就くことができない方のことをいいます。したがって、雇用開始日現在で以下の方は対象外です。

　・安定雇用をめざしていない方（当該基金事業終了後に仕事をしないつもりであったり、これからもパート・アルバイトの働き方でよい方）

　・高校生・大学生・大学院生等の学生（但し夜間大学生等を除く。卒業日の翌日以降であれば可。）

　・他の職に就いている方（時間の長短にかかわらず、パート・アルバイト・時間講師等、雇用契約を別に締結している方を含む）

　・自営業を営んでいる方（廃業届等を提出できる場合を除く）

　・フリーランスで請負業務等を行っている方

　・求職活動を行なっていない方

　・地域人づくり事業に従事したことのある方で、今回新たに従事する業務の雇用期間と通算して１年を超える方
なお、採用面接時においては在職中であっても、雇用開始日の前日までに契約期間満了等が確実な方を雇用する場合、新規雇用失業者として取り扱うことは可能です。

また、雇用する際には必ず、雇用主において失業者または雇用開始日に失業者であることの確認（雇用保険受給資格者証、廃業届、履歴書、職務経歴書等）を必ず行なってください。
（２）『未就職卒業者』の定義について（仕様書の条件に含まれている場合）

委託契約内容の仕様書に基づき、募集を行なってください。

（仕様条件の例）

・高等学校、大学等を平成２５年春以降に卒業し、これまで正社員経験のない方。

・平成２６年春に高等学校、大学等を卒業した方。

注）高等学校卒業以上、大学卒業以上等の要件を設定する場合には、業務内容において、その学歴の必要性を説明できる場合に限ります。

（３）雇用開始日について
新規雇用失業者が中途退職した際の欠員補充や雇用計画より採用が遅れた場合などは、ＯＦＦ－ＪＴ・ＯＪＴ期間及びカリキュラムを十分検討するとともに、事前に大阪府と協議すること。なお、その場合も②の雇用期間は遵守すること。
２．社会保険（健康保険・厚生年金保険等）・労働保険（雇用保険・労災保険等）について

（１）社会保険・労働保険への加入について

　　　各保険が適用されている事業所で雇用され、雇用期間・労働時間等について加入要件を満たす場合には、本人の意思に関係なく、各保険に加入しなければなりません。　

　　　以下の例のような新規雇用者からの申し出を雇用主が受け入れ、保険に加入させないことは認められません。

例）『親族の扶養家族適用から外れたくないため、健康保険に加入したくない。』

『既に別の保険で任意継続手続き等を行なっているため、健康保険に加入したくない。』

『自己負担をしたくないため、社会保険・雇用保険に加入したくない。』

（２）雇用保険加入要件の緩和について

　　　平成２２年４月１日付け施行により、雇用保険法等の一部が改正され、これにより、雇用保険の適用基準である「６ヶ月以上雇用見込み」が「３１日以上雇用見込み」（雇用保険法に規定）に緩和されています。

　　　その他、詳しい改正内容などについては、最寄りの公共職業安定所（ハローワーク）におたずねください。

